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法J (The Electric Lighting Act)による影響があった。同法は，民間企業






















(3) 拙稿「ロンドンにおける電灯事業の成立J (Ir'長崎大学創立70周年記念論文集.! 1975 
年)参照。
(4) 拙稿「イギリス電機産業形成期における技術・市場・企業者活動J (i"一橋論叢」第
77巻第 6号)，同 rcE Cの経営戦略と発展過程J (IT"経営史学」第13巻第 3号)など
を参照。
(5) Cf. Takuji Sakamoto， "Technology and Business in .the British Electrical In-
dustry 1880-1914"， Akio Okochi and Hoshimi Uchida eds.， Development and Dif 
























1916年，商務省内に「電気産業委員会J (The Electrical Trades' Com-
mitee) が，そして再建省内には「省石炭小委員会J (Coal Conservation 
Sub-Committee)が，それぞれ設けられた。前者(以下，委員長の名を冠し
て「パーソンズ、委員会」と呼ぶ)は，主として電機製造業を中心に分析した















(6) Board of Trade， Electrical Trades Committee， Report 01 tlze Departmental 
Committee appointed by the Board 01 Trade to consider tlze Position 01 the Elec-
trical Trades after the悦 久 Cmd.9072， 1918. (以下 ParsonsRψortと略)
(7) イギリス電機産業における合同運動の遅れについては，さしあたり，拙稿「電機企
業J (米JlI伸一編『経営史.J)，有斐間， 1977年)， 225-246頁参照。
(8) Parsons Rψort， paras. 13-28，前掲拙著， 67-68頁参照。
(9) イングランド北東部の電力改革を推進した電力会社 NESCOの展開と，その技術
責任者チヤールス・メルツについては，次を参照。和田一夫「イギリス企業ニューカ
ースル・アポン・タイン電気供給会社の組織改革J (1"ー柿論叢』第90巻第 3号)， 同
「ニューカースル・アポン・タイン電気供給会社の技術選択J (1"アカデミア経済経営
学編』第74号)，Thomas P. Hughes， Networks 01 Power.-Electrification in Western 
Socie机 1880-1930(Baltimore and London， 1983)， pp. 443-460; John Rowland， 
Progress in Power.-The Contribution 01 Charles Merz and his Assoc勿testo Sixty 
Years 01 Electrical Development 1899-一1959(Privately Published， 1960)， chaps. 1 
and 2. 
(10) Ministry of Reconstruction， Coal Conservation Sub-Committee， Interim Reρort 
on Electric Power Supply in Great Britain， Cmd. 9062， 1918 (以下，Haldane Report 





















(6) 以上の政策を実行する機関として[""電力委員会J(Board of Electricity 
Commissioners) を設置し，全国の電力供給問題を処理する権限を全て委







50陸にも達していた。 (1bid.，para. 2.) 
(13) Ibid.， para. 48. 
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1917年に商務省によって任命された「電力供給委員会J (Electric Power 













が存在しない地区のみ)， (e)地方屯力局，(f)公民出合企業c ( Haldane Report， Ap-
，、ワ ・カシバニ
pendix C， p.25.なお電力企業」の概念については，前掲拙著， 60-61頁参照)
(]5) Electric Power Supply Committee， Report 01 the Committee appointed by the 



























(16) Williamson Report， paras. 29-30. 
(17) Ib以， paras. 31-32. 
。8) Ibid.， paras. 37-39. 




































Ibid.， paras. 65-68. 
Ibid.， para. 6. 










































(23) Ministry of Reconstruction， Advisory Council， Retort of the Committee 01 
Chairmen on Electric Power 51ψtly， Cmd. 93， 1919 (以下， Birclzenouglz Retort 
と略す).
(24) Birchenough Retort， Summary of Recommendations， pp. 6-7. 
(的詳細は， Ibid.， paras. 23-24参照。
(2日 LeslieHannah， Electricity before Nationalisation: A 5tudy of the Develotment 
。1/tlze Electricity 5tψtly Industry in Bntain to 1948 (London， 1979)， p.6. なお同
書については拙評(Ir経営史学』第15巻第 2号， 104-107頁)参照。
(27) なかでも，ヒッチンズ (w.L. Hichens)委只は， r (ノ〈ーチナフ)報台の基本線が
産業の固有化であり J，rそれは不健全な政策である」としてn向から反対している。
同氏の考える改革案は，ほぽウィリアムソン報告と基調を同じくするものであった。
(Memorandum by W. L. Hichens.， in Birclzenough Retort， p・8.)
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I 1919年電力(供給)法と電力委員会
ウィリアムソン報告を基盤にした「電力(供給)法案J (The Electricity 
(Supply) Bill)が1919年 5丹に下院に上位されたが， 当時の電力業者や地
方自治体などの利害を背景にした政治的経緋により，かならずしもスムーズ
には議会を通過することができなかった O 同法案の要点として次の 3点があ
げられよう o (1)電力政策の執行者としての電力委員会の設置， (2)発送電設
備をテイク・オーバーし，電力を配電業者(既存の電力業者)に卸売りする
機関としての地方電力局の設立， (3)政府による金融システムの創設。このう


















(28) 電力(供給)法案」をめぐる賛否両論の詳細については， Hannah， ot. cit.， pp. 
70-73 を参照。
(29) lbid.， pp. 80-83. 


























地区において合同電力局が設立されるょっに働きかける(第 5，6， 7， 
(30) Electricity Commissioners. Firsl Anl1ual Retorl (1921). paras. 14-15. 
(3]) ただし，屯力安只の任命に|対する場合を除く O






































First Annual Report (1921)， 
Appendix C， pp. 84-85. 
1 Lower Severn 
2 Mid Lancashire 
3 South East Lancashire 
4 West Riding (Aire and Calder) 
5 Mersey and West Lancashire 
6 N orth Wales and Chester 
7 London and Home Counties 
8 N orth West Midlands 
9 N orth East Midlands 
10 South West Midlands 
1 East恥iidlands
12 South Wales 
13 N orth Lancashire and South 
Cumberland 











に対して一定期間内に電力計画 (Scheme)を提出するよう要請した C 電力
計画は電力委員会に「命令J (Order)の申請という形で提出され，それが認
められると運輸大臣の承認 (confirmation) を受け，さらに両院を通過して，
第 l表特別命令の申請件数(1920年 1月一 1925年 3月)
日fl 者
申請の内容 fZ A I 
地方自治体 民間企業
認次可に事関業する者にものよる申請で
(a) 新規の配電卒業 3 50 53 
(b) 既存供給地域の拡張 58 27 85 
(c) その他の目的 3 15 18 
計 64 92 156 
供収非認給可関な事い業し者既に存事よ業る新の規買 74 80 154 
にするもの
電請力供給に関する共同申 2 2 
/口入 五十 140 172 312 
出所:Electricity Commissioners， Fijth Annual Retorl (1925)， para. 115. 
(35) Ibid.， para. 33. 
(3日 Ibid.，para. 34， and Appendix C， pp. 84-85. 
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ょうやく，最終的に認可されるという手続きを踏むことになっていた(37) この



















1年間) (GWh)(2) (GWh)(2) (GWh)(2) 指数 (千トン) 指数|
1921 4，384 783 5，167 100.0 7，357 100.0 I 
22 3，904 981 4，885 94.5 6，475 88.0 
23 4，572 1，167 5，739 111.0 6，768 92.0 
24 5，397 1，285 6，682 129.3 7，527 102.3 
25 6，047 1，368 7，415 143.5 7，988 108.6 
26 6，699 1，424 8，123 157.2 8，406 114.2 
注(1) 非認可事業者も含む。
(2) GWh=l，OOO，OOOkWh.原典ではイギリスの独自の単位 unit(= Board of Trade 
Unit)がつかわれている。(1 unit= 1 kWh) 
出所:Electricity Commissioners， Sixth Annual Report (1926)， para. 9. 
(37) Cf. Electricity Commissioners， Fourth AmllωIRゆort(1924)， paras. 54-55. 
(38) Electricity Commissioners， Sixth Annual Report (1926)， para. 15. 
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第 3表 イギリスにおける発電所規模と所有形態(1926年 3月末)





自治体 企業 事業者 数
50MWh以下 9 20 7 2 38 6.5 
50 MWh' - 100 MWh 13 23 6 l 43 7.3 
100 " - 250 " 18 32 9 3 62 10.6 
250 " 50 " 16 31 8 2 57 
500 " - 1，000" 19 28 9 56 9.6 
1GWh - 2.5GWh 36 24 1 l 72 12.3 
2.5 " ~ 5 " 23 8 9 1 41 
5 " 10 " 41 1 4 3 59 10.1 
10 " 25 " 44 1 8 6 69 11.8 
25 " 50 " 32 6 1 2 41 7.0 
50 " - 100 " 12 15 4 l 32 5.5 
100 " - 200 " 4 3 l 1 9 1.6 
200 "以上 3 1 l 5 1.9 
メ口入 五十 270 213 78 23 584 100.0 
注 GWhニ 1，OOOMWh = 1 ，000， OOOk Wh. 

















気エネルギー委員会J (Committee on Supply of Electrical Enei-gy)が











に起凶しているといえよう C この1日ニIY:Jしては. lij-t日1¥お 22-24頁参照。
(40) {i-[li]'，t力局が設立されたのは，ロンドン，ウエスト・ミドランズ， ノース・ウエス
ト・ミドランズ， ノース・ウエールズ、の 4地区だけで-あった。 Political and Eco-
nomic Planning (以下. PEP と阿佐i. Retort 011 tlze SIψ'Ply 01 Eleclnaty in Great 
Bn.tain : A Survey 01 Present-day Problems 01 tJze Industry with Protosals lor Re-
organisation 01 Eleclricity Distribution (London， 1936)， p. 17. 
(4]) 委H会のメンバーは，委H長ウィア-V('I (Lord Weir)のほかにフォレス卿 (Lord
Forres) とf也の 1人(H. Lever) の 3 名からな 1) 技柿J~m問としてスネル(John Snell) 
が迎えられた。このうちフォレス卯1Iとは， ウィリアムソン委H会のi乙 ウィリアムソ
ンのことであり，スネルはiE力委民会の委H長を現に務めている人物であった。
(42) Ministry of Transport， Report 01 the Committee aPtointed to review the Na・
tional Problem 01 tlze SIψ，ply 01 Eleclrical Energy， 1926 (以下 W診irRetorlと略
す).
(43) 日告irRetort， para. 1. 




































白日 Ibid.， para. 6. 
附 l人当り年間電力消費量の国際比較について，念のため，同じ時点の別の統計を引用
しておこう。
スイス ・・・・・・・・・・・…・・・・・・・ 700kWh 
カナダ・・…・・・・…・・…....612 " 
ノルウェー...............493 " 
アメリカ合衆国...・H ・. 472 " 
スウェーデン・……......364 " 
フランス …...……・・・・・・ 147 " 
イギリス ・…・・・・・・・…・・・・ 139 " 
出所 HeberBlankenhorn， "Power Development in Great Britain"， Morris L 
Cooke ed.， Giant Power: Large Scale Electrical Development as a Social Faclor 
(The Annals， Vol. CXVIII)， p. 1. 
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第 5表電力生産の18ヶ国比較(1925年)
[E] 名 発電容量(1，000kW) 発電量 (GWh) 百分比
アメリカ合栄町 22.000 65，801 46.0 
ドイツ 5.938 11，521 8.2 
カナ夕、 2，590 10，480 7.6 
イギリス 5，050 8，320 5.9 
ブフンス 4，519 9，700 6.9 
日本 2.600 6，400 4.6 
イタリー 2司369 7，600 5.5 
スイス 1.380 4，190 2.9 
ノルウェー 1.350 4，200 3.0 
スウェーデン 1.200 3，500 2.6 
ベルキー 1. 261 3，214 2.4 
オーストリア 938 1，600 1.2 
ポーランド 618 1，300 0.9 
ロシア 464 1，130 0.8 
オランダ 508 896 0.6 
メキシコ 146 561 0.4 
ハンガリー 296 480 0.3 
デンマーク 162 223 0.2 
ノIι1 53，389 141，116 100.0 
1¥所:The British Electrical and Allied Manufacturers' Association (Inc.)， "Monog-
raph on the Electrical Industry"， League of Nations， Economic and Financial 
Section， Electrical Indus!η(Geneva， 1927)， p.85. 
方がよいであろう O
しかしながら，ウィア一委員会は， 自らの統計に基づいて，イギリスにお






(47) 日セirReport， para. 14. 
(48) Ibid.， para. 4. 
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計 画項目 (単位) 現(実時際値点)(l) 1(9推40年計時{直点) 地加的~
l人当り電力消費量 (kWh) 110 500 455.0 
最大負荷 (MW)(2J 1，844 8，135 
発電容量 ( 1 ) 3，096 10，000 323.0 
遊休設備率 (%) 68 25 
販売電力量 (GWh) 4，016 21，385 532.0 
年間負荷率 (%) 24.9 30 
資本支出額 (千ポンド) 161，750 399，500 247.0 
73，680 127，000 172.4 
グリッド 1 29，000 
訳配電 1 88，070 243，500 276.5 
総収入 1 34，256 88，100 260.0 
投資100ポンド当りの収入 (ポンド) 21.2 22.3 5.2 
1kW当り販売価格 (ペンス) 2.047 1.0 51.2 
l次発電所数 (すべてのやう
2次発電所数 ~Ji合わせて 438 30 f 58
注(1) 実際値には1923年の統計値を使用している。
(2) M W  = 1， OOOkW. 




(49) 委員会のメンバーは， C. H. Merz， ]. M. Kennedy， S. L. Pearceという 3人の高
名な電気技師から成っていた。 lbid.，para. 31. 
(50) lbid.， para. 27.なお，インサルは， イギリスから移民したアメリカ人で，エジソ
ン系電力会社の発展に多大の貢献をした。 Cf.Hughes，。ρ.cit.， chap. 8; Forrest 







(1) すべての電気エネルギーは，選定された 1次発電所および 2次発電所



















主義J (l~零細な発屯システムをとっていたのである。 Ibid. ， para. 17. 














aging Director)，主任技師 (Engineerin Chief)，総務担当者(Secretary ) ， 
その他の職員の人事権は，すべて昨j~会に委ねられた(56) 中央電力局の構成は
ほとんどウィアー委員会の提案どおりに 11926年電力(供給)法J (The 









(1) 中央電力局は，純粋かつ単純な送電会社 (transmissionenterprise) 
となり，効率のよい発電所から安く電力を購入してミれを効率の悪い電
力事業者に売る。こうすることによって，非効率的な発電所が自動的に
(54) Ibid.， para. 39. なお，中央電力局については，イギリス公企業形成史の立場から
論じたものとして，浜川一定、 r1926年におけるイギリス電力業再編成J (Ir大阪市大経
営研究』第28巻第 1号)がある C
(5) Weir Rψo1't， Appendix 4 (1). 
(56) Ibid.， Appendix 4 (1) and 4 (3). 









出所:The Central Electricity Board， First Annual Report (1928)， 
pp. 2-3より作成。
閉鎖されていくことが期待されよう。










































の国家的機関の所有に帰せしめることである o Cf. Williarnson Report， paras. 38-39. 
(61) Weir Report， para. 43. 























































(64) 前掲拙稿， 73頁， W. A. Robson， Public Enter，戸rise:Development in Soc必IOwn-



























遠山嘉博『イギリス産業問有化論J (ミネルヴァ存W，1973年)， 43-60， 92-107Tt。
(6) Electricity Commissioners， Seventlz Annual Report (1927)， paras. 5 and 159. 
(67) Ibid.， para. 160. 











出所:J. Wright and C. W. Marshall， "The Construction of the 'Grid' Transmission 
System in Great Britain" Journal 01 the Institution 01 Electrical Engineers， V 01. 













地域面積 人 口 認可事業三氾F者，所有の 選発電所数定|発
計画地域 1931サ年ス 年開発電量
平方 % セン % 所発電数 既設 新設マイル (千人)
GWh I % 
Central Scotland 1927.6 4，980 5.6 3，785 8.4 27 860 7.5 10 2 
South Scotland 1931.7 4，308 4.9 252 0.6 4 12 0.1 1 5 
N orth East England 1930.1 5，049 5.7 2，701 6.0 19 787 6.9 6 
N orth W cst England 1928.10 9，082 10.3 7，131 15.9 78 2，186 19.2 27 2 
Mid-East England 1929.3 7，546 8.6 4，914 11.0 44 1，301 11. 4 16 
Central England 1928.5 7，311 8.3 5，603 12.5 48 1，562 13.7 19 
East England 1930.7 3，438 3.9 783 1.7 11 79 0.7 2 
South East England 1928.2 8，828 10.0 12，519 28.0 110 3，515 30.8 31 4 
South 1}uVteh st WEanlges land 
and South 
1930.5 17，090 19.4 6，298 14.1 111 816 7.2 7 2 
計画地域合計 67，632 76.7 43，985 98.2 452 1，120 97.5 119 16 
N未or計th画Sco地tla域nd 20，509 23.3 806 1.8 22 282 2.5 
イギリス全体 88，141 100.0 44，790 100.0 474 11，402 100.0 
出所:Central Electricity Board， Fourth Annual Rψort (1932)， p. 37. 





















1920 21 22 23 24 25 26 27 28 29 1930 31 32 33 34 35 36 37 3H 39 1940 (年)
出所:Hannah， 0戸， cit" Statistical Appendix， pp. 427-428より11'fJX:c




















1921 22 23 24 25 26 27 28 29 1930 31 32 33 34 35 36 37 38 39 1940 (年)






tricity Board， First Annual Report (1929)， pp. 14 -15; The British Electrical 
and Allied Manufacturers' Association (lnc.)， The Electrical Industry 01 Great 
Britain: Organization， Efficiency in Production and World Competitive Position 
(London， 1929)， pp. 159-160. 




















(1) 4%  1959-89年 1929. 5 3.000 2，400 600 
n蜘 n(2) 5% 1950-70年 1930. 10 10，000 7，150 2，850 
1931. 11 
(3) 4去% 1951-73年 1930. 11 6，000 4，620 1，380 
(4) 5% 1955-75年 1932. 2 7，000 4，725 2，275 
(5) 4す% 1957-82年 1932. 6 10，000 7，000 3，000 
(6) 3+% 1963-93年 1933. 6 8，000 5，200 2，800 
(7) 3士% 1974-94年 (附勺
1936. 2 
9，500 5，630 3，870 
J仁入I 53，500 36，725 16，775 
出所:Central Electricity Board， Thirteenth Annual Rψort (1941)， p. 17. (ただし，
発行年月については Robson，op. cit.， p. 125.を参照)
(72) この点については，中央電力局の故後の年次報台書における回顧でも明言されてい
















































(74) E. g. Ministry of Transport， Report 01 the Committee on ElectriCity Distribu・
tion (1936); Ministry of Transport， ElectriaかDistn.bution:Outline 01 Proposals 
(1937). 
